
 

第１回 第四期中期目標課題検討会 次第 

 

日時：令和２年１１月６日（金） 

午前９時３０分から午前１１時３０分まで 

場所：都庁第一本庁舎１６階 特別会議室Ｓ６ 

 

 

１ 開会 

２ 開会挨拶（総務局長） 

３ 議事 

○ 委員長・副委員長互選 

○ 事務局説明 

○ 意見交換・質疑応答 

○ 今後の進め方 

４ 閉会 

 

 

【会議資料】 

資料１   第四期中期目標課題検討会の目的及び関連スケジュール 

資料２   東京都公立大学法人 第三期中期目標 

資料３   第三期中期目標・中期計画期間における取組一覧 

資料４   意見交換に当たってのキーワード一覧 

 

【参考資料】 

参考資料１ 東京都公立大学法人 事業概要（令和２年度版） 

●参考資料２ 法人の基礎的なデータ（令和元年度版） 

●参考資料３ 2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）（概要） 

●参考資料４ 教育再生実行会議 高等教育ワーキンググループ 主な論点 

●参考資料５ 国立大学改革方針（概要） 

●参考資料６ 「未来の東京」戦略ビジョン（抜粋） 

 

●は、タブレット端末（ペーパーレス会議システム）で表示 



（五十音順）

氏　　名 現　　　　　　職

大野　高裕　委員 　早稲田大学 理工学術院 創造理工学部　教授

杉原　章郎　委員 　株式会社ぐるなび 代表取締役社長

鈴木　陽子　委員
　三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社
　政策研究事業本部 共生・社会政策部 主任研究員

高田十志和　委員
　広島大学大学院 先進理工系科学研究科長
　　同大学 副学長（先進理工系科学担当）

村瀨　賢芳　委員 　日本製鉄株式会社 参与 内部統制・監査部長

最上　善広　委員 　お茶の水女子大学 基幹研究院 自然科学系 教授

第四期中期目標課題検討会　委員名簿



第四期中期目標課題検討会設置要綱 

 

令和２年 10 月 29 日 

２総総企第 1012 号 

総 務 局 長 決 定 

 

（目的） 

第１ 東京都公立大学法人の第四期中期目標（以下「第四期中期目標」という。）

の策定に当たり、課題や対応の方向性等について外部有識者から意見を聴取

することを目的として、第四期中期目標課題検討会（以下「検討会」という。）

を設置する。 

 

（検討事項） 

第２ 検討会は、第四期中期目標の策定に関する次に掲げる事項について、検

討を行うものとする。 

(1) 第四期中期目標の課題及び方向性に関すること。 

(2) その他、第四期中期目標の検討に関して必要なこと。 

 

（委員） 

第３ 検討会は、委員七人以内で組織する。 

２ 委員は、経営又は教育研究に関し学識経験を有する者のうちから、総務局

長が委嘱する。 

３ 委員の任期は、一年以内とする。ただし、委員に欠員を生じたときの後任

者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（会議） 

第４ 検討会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、検討会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代

理する。 

４ 検討会は、委員長が招集する。 

 

(意見の聴取) 

第５ 検討会は、必要に応じて、東京都公立大学法人の役職員又は外部の有識

者等に対し出席を求め、又は他の方法により、その意見を聴くことができる。 

 



(庶務) 

第６ 検討会の庶務は、総務局総務部企画計理課で処理する。 

 

(その他) 

第７ この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、委員

長が別に定めることができる。 

 



 

第四期中期目標課題検討会の目的及び関連スケジュール 

 

１ 設置目的 

東京都公立大学法人の第四期中期目標の策定に当たり、課題や対応の方向

性等について外部有識者から意見を聴取することを目的として、東京都総務

局が設置するもの。 

 

２ 検討事項 

第四期中期目標の課題及び方向性に関すること。 

その他、第四期中期目標の検討に関して必要なこと。 

 

３ 検討スケジュール（予定） 

 開催時期 議事内容 

第１回 令和２年 11月６日（金） 現状と課題の整理 

第２回 令和２年 12月 18日（金） 各大学・高専及び法人事務局等か

らのヒアリング 第３回 令和３年１～３月 

第４回 令和３年４月 意見（素案）取りまとめ 

第５回 令和３年５月 意見（案）取りまとめ 

 

＜令和３年度以降について＞ 

 都は、意見を踏まえて、評価委員会（公立大学分科会）や法人と意見交

換を重ねながら、第四期中期目標の策定作業を進める。 

 令和４年度に都議会の議決を経た上で、中期目標を法人に提示 

 令和４年度末までに法人が第四期中期計画を策定 

 令和５年度から第四期中期目標・計画期間（令和１０年度まで）を開始 

 

資料１ 
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東京都公立大学法人中期目標 

 

１ 中期目標の基本的な考え方 

東京都は、大都市における人間社会の理想像を追求することを使命とし、広

い分野の知識と深い専門の学術を教授研究するとともに、教育研究機関、産業

界等との連携を通じて、大都市に立脚した教育研究の成果を上げ、豊かな人間

性と独創性を備えた人材を育成し、もって都民の生活及び文化の向上に寄与す

ることを目的として、公立大学法人首都大学東京（平成 32 年 4 月 1 日からは

東京都公立大学法人。以下「法人」という。）を設立した。 

 

法人は、この使命を達成するため、東京都立大学（平成 32 年 3 月 31 日ま

では首都大学東京。以下同じ。）、東京都立産業技術大学院大学（平成 32 年 3

月 31 日までは産業技術大学院大学。以下同じ。）及び東京都立産業技術高等専

門学校の三つの高等教育機関を管理運営している。 

 

数多くの教育機関が存在する東京において、これら三つの教育機関は、東京

都が設立した教育機関として、様々な取組を通じて、都民の負託に応えていか

なければならない。すなわち、公的な教育機関として、次代の東京を担う人材

を育成するとともに、東京都が有する資源を最大限活用した教育研究を推進し、

大都市が抱える課題の解決と大都市の持続的発展に貢献することにより、東京

都のシンクタンクとしての役割を果たすこと、東京に立地する大学や研究機関

等と連携し、地域社会の発展に貢献すること等の取組が求められている。 

 

こうした考え方に立って、各教育機関がそれぞれの強みと特色とを一層明確

にしつつ、教育研究機能の更なる充実・強化を進め、求められる取組を推進す

ることにより、社会の発展・向上に寄与していくため、東京都はこの中期目標

を策定し、指示する。 

 

 

２ 東京都公立大学法人の基本的な目標 

  東京都立大学、東京都立産業技術大学院大学及び東京都立産業技術高等専門

学校は、様々な取組を通じて教育研究力を高め、次代を担う人材の輩出や大都

市課題の解決、新たな知の創造等の教育研究の確かな成果を社会に還元し、更

には世界へと波及させていく。 

その際には、各教育機関の構成員一人一人が、それぞれの教育機関に期待さ

れる「都立」としての役割を深く認識し、都民にとって価値あるものとなるよ

う、日々の教育研究に取り組むことも必要である。 

また、法人は性質の異なる三つの教育機関を運営しているが、これは、他の

国立大学法人や公立大学法人にはない特性である。育成する人材像や教育研究
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内容は異なるものの、「大都市における人間社会の理想像の追求」という使命の

実現に向けて、三つの教育機関が連携・協力し、法人全体として効果的な事業

展開を図っていく。 

  これらの取組を通じて、各教育機関は東京都の教育機関として、その存在意

義を都民に示していく。 

  今回の中期目標においては、こうした基本的な目標に基づき事項ごとの目標

を定めるとともに、全体を通じた重点目標として次の三点を定める。 

 

■重点目標 

① グローバル化が進む中での、大都市課題を解決する人材の育成・輩出と、

卓越した研究の推進 

グローバル化が進み、環境、エネルギー問題等、多くの課題について地球

的規模での対応が求められる一方、世界有数の大都市である東京には、世界

の都市に共通する課題が先鋭的に現れている。 

大都市課題の解決に貢献する意欲と能力を備え、広く世界で活躍できる人

材を育成すること、また、大規模災害のリスクや少子高齢・人口減少社会の

到来への対応等の大都市課題の解決に向けた研究を推進することが、東京都

が設立した法人に求められる主要な役割である。 

各教育機関は、それぞれ育成する人材像を明確にし、質の高い学生の確保

に努め、国際通用性のある教育プログラムを展開することで、大都市東京を

将来にわたって支え得る有為な人材を確実に育成・輩出していく。 

また、複雑化・高度化する大都市課題を解決するためには、卓越した研究

力による幅広い分野の知見とその融合が求められる。世界の大学や研究機関

等とも連携・協力しながら、専門分野ごとの基礎研究力を強化するとともに、

持続的発展が可能な社会の実現に寄与するため、分野横断型の研究を戦略的

に推進していく。 

 

② 変化し続ける社会からの要請への的確な対応と、それを支える基盤の強化 

産業構造の変化や技術革新、グローバル化等、社会経済状況が加速度的に

変化していく中、法人は社会からの新たな要請や期待に、今まで以上に的確

かつ迅速に対応することが求められている。 

各教育機関はそれぞれの強みを生かし、新たな人材需要や解決すべき課題

に対応していくため、教育研究の将来像を見通しながら、教育研究組織の再

編成や新しいカリキュラムの開発等、主体的に改革を進めていく。 

また、そうした取組を支えるため、効率的・効果的な業務運営、戦略的な

人事制度の構築、中長期的な構想に基づく施設設備の更新等、法人の基盤を

一層強化していく。 

 

③ 東京都が設立した高等教育機関ならではの教育研究を推進し、東京の未来
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へ貢献 

  法人は東京都が設立した公立大学法人として、東京都をはじめとする自治

体、試験研究機関、企業、他大学等の様々な機関と連携した教育研究を推進

するとともに、東京都の政策課題と各教育機関の専門的知見とを結び付け、

課題解決のための施策を提案する、東京都のシンクタンクとしての役割をよ

り一層果たしていく。 

また、世界の大学や研究機関等との交流による国際的な人材ネットワーク

の形成や、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会への積極的な

支援等を行うことにより、東京の未来へ貢献していく。 

 

 

３ 中期計画及び年度計画の策定等 

法人においては、この目標の達成に向け、中期計画・年度計画を策定し、計

画的・効率的な運営に努めなければならない。計画では、定量化し得る事項に

ついては可能な限り重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定するほか、目標達成の

ための具体的方策を定める等、確実かつ効果的に成果に結び付けていくよう工

夫するとともに、実績を評価・検証し、必要に応じて見直しを行い、絶えず自

己改善を図る。 

 

 

４ 中期目標の期間及び教育研究組織 

 ■中期目標の期間 

  平成 29 年４月１日から平成 35 年３月 31 日までの６年間とする。 

 

 

■教育研究組織 

  この中期目標を達成するため、別表に記載する学部、研究科等を置く。 

 

 

Ⅰ 東京都立大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

東京都立大学は、世界有数の大都市である東京都が設置する総合大学として

グローバル社会を生き抜く「本物の考える力」を持った人材を輩出するととも

に、基礎的な学問分野及び大都市課題をはじめとする先端的課題を共に深く追

求することにより、卓越した研究と質の高い教育の好循環を実現することを目

指す。 

 なお、学士課程及び大学院の各課程において育成する人材に関する基本的な

目標は、引き続き次のとおりとする。 

 

[育成する人材に関する基本的な目標] 
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東京都立大学においては、広く国内外で起きている様々な事象に関心を持ち、

都市社会の課題を発見し、その解決に向けてリーダーシップを発揮する人材を

育成する。 

学士課程においては、幅広い教養と専門的な知識をバランスよく有し、都市

社会が抱える様々な課題を発見し、その解決に意欲的に取り組む人材を育成す

る。 

大学院の各課程においては、高度な専門的知識を有する職業人や、学術研究

の最前線で活躍する研究者等、高度な知的社会基盤を支える人材を育成する。 

 

 

１ 教育に関する目標 

(１) 教育内容及び教育の成果等に関する目標 

 ○ 豊かな教養・高度な専門性と社会への対応能力を備えた国際的にも通用

する人材を育成するため、カリキュラム・ポリシーに基づき教育課程を編

成し、不断に見直す。 

 〇 社会ニーズ・学生ニーズに対応した教育を提供するため、他大学や企業

等のほか、特に東京都との連携を生かした教育を推進する等、多様な学修

機会の確保に努める。 

 〇 教育の質の保証と透明性確保のため、ディプロマ・ポリシーに基づき、

卒業認定や成績評価に関する基準を明確にし、厳格な評価を行う。 

 

(２) 教育の実施体制等に関する目標 

○ 学部や研究科の枠を越え、全学的に教育改革を推進する教学マネジメン

トの取組を強化し、教育の成果を常に把握・検証して、更なる改善へとつ

なげていくＰＤＣＡサイクルを展開する。 

○ 学生が「本物の考える力」を身に付けるため、授業外学修の充実・支援

等、学生の主体的な学びを支援する環境を整備する。 

○ 大学の教育改革の方針や、効果的な教育手法等を教職員が共有し、教育

の質を更に高めていくための組織的な取組を強化する。 

 

(３) 学生への支援に関する目標 

○ 学生が学修・研究、更にはボランティア等の課外活動で充実した学生生

活を送ることができるよう、心身の健康支援や経済的支援を含め、支援体

制や仕組みの充実を図る。 

○ 障害のある学生等、多様な背景やニーズを持つ学生が、いずれも安心し

て学生生活を送ることができるよう、それぞれの学生の状況に応じた支援

を行う。 

○ 学生が自ら目指すべき将来像を明確にし、その実現に向け、計画的な学

修や適切な進路選択ができるよう、卒業生のネットワークも活用しながら、
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入学時から一貫したキャリア形成支援を行う。 

 

(４) 入学者選抜に関する目標 

○ アドミッション・ポリシーに基づいて質の高い学生を確保するため、こ

れまでの選抜方法の成果を検証しながら、予定されている大学入学者選抜

の抜本的な改革を見据えて入試制度改革に取り組むとともに、検証・改善

のサイクルを確立する。 

○ 育成する人材像や教育内容等を広く社会や受験対象者に発信する。 

○ 意欲ある学生を積極的に受け入れるという観点から、都立高校や東京都

立産業技術高等専門学校等との連携を推進する。 

 

 

２ 研究に関する目標 

(１) 研究水準及び研究の成果等に関する目標 

○ 長期的な視点から基礎研究を深化・発展させるとともに、東京都が設立

した大学として、大都市課題の解決に向けた応用研究に分野横断的に取り

組み、世界をリードする。 

○ 国内外の学術研究の動向や、大学として持つ強みを踏まえ、東京都の大

学として重点的に取り組む分野を定め、人的・財政的資源を集中的に投入

して世界的に卓越した研究拠点を形成する。 

○ 研究成果を国内外に広く発信し、大都市課題については施策を提案する

等、東京都や世界の諸都市に成果を還元する。 

 

(２) 研究実施体制等に関する目標 

○ 学術研究の動向や社会ニーズの変化へ迅速かつ柔軟に対応するととも

に、分野を越えた研究交流による新たな研究分野創生等のため、組織的か

つ戦略的に研究を推進する。 

○ 若手研究者の育成や学内外との連携等を促進するとともに、研究者が快

適な環境で研究に取り組めるよう、研究に関する予算や設備等を有効に活

用する等、効果的な支援体制や環境を整備する。 

○ 女性研究者や障害のある研究者、外国人研究者等を含め、全ての構成員

が、多様性を尊重しながら安心して研究に取り組めるよう、ソフト・ハー

ド両面における研究環境を整備する。 

 

 

 ３ 社会との連携や社会貢献等に関する目標 

(１) 都政との連携に関する目標 

○ 東京都が直面する様々な政策課題と大学の専門的知見を結び付け、課題

解決のための施策を提案すること等により、教育研究の成果を都政・都民
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等に還元する取組を一層強化する。特に、東京 2020 オリンピック・パ

ラリンピック競技大会や大会開催後の社会情勢、都民ニーズの変化を的確

に捉えた施策提案により、積極的に社会に貢献する。 

○ 公共部門における人材育成の支援や、社会的要請を踏まえた高度専門人

材の育成等を通じて、東京都や区市町村の施策との連携を推進する。 

○ 東京都の試験研究機関等との連携を強化し、東京都が有する知的資源を

活用して、都市課題の解決や社会の発展に寄与する。 

 

(２) 社会貢献等に関する目標 

○ 工学分野の教育研究拠点の強化等により、大学が有する多様な資源を活

用して産学公連携に取り組み、イノベーションの創出や人材育成等、東京

の産業振興に貢献する。 

○ 区市町村のほか、地域におけるインターフェースの役割を果たす金融機

関等、様々な担い手との連携により、大学の知見を地域に還元する。 

○ 都民の学び直しや社会的に必要とされる専門人材養成等のニーズに応

え、大学の教育資産や学術研究成果等を都民に発信し還元する視点から、

生涯学習事業や社会人リカレント教育の充実を図る。 

○ シニア層の更なる学びの意欲に応え、新たな学びと交流の場を提供し、

人生 100 年時代を豊かに過ごせる社会の実現に寄与する。 

 

 

 ４ グローバル化に関する目標 

   ○ 国際通用性のある教育プログラムと教育システムにより、国際社会で

活躍できる人材を育成する。 

   ○ 海外に留学する学生の支援や海外インターンシップの拡充等により、

海外における学修や研究を経験する学生数を拡大する。 

   ○ 外国人留学生に対応した教育プログラムの拡充や教育支援、受入環境

の整備等により、留学生受入数を拡大する。 

   ○ 東京都の姉妹友好都市等の大学や研究機関等との協定の拡充により、

教育研究における連携・協力を推進し、国際的な共同研究や学生・研究

者交流を拡大するとともに、国際的な存在感の向上を図る。 

   ○ 大都市課題に関する先進的な研究成果の世界への還元やアジア等での

高度な人材育成への協力、修了した留学生のネットワーク形成等、都市

外交を支える様々な取組を展開する。 

   ○ キャンパスにおける多言語化を促進するとともに、国際的な教育研究

の支援・推進のための取組を強化する。 
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Ⅱ 東京都立産業技術大学院大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  東京都立産業技術大学院大学は、東京都が設置する産業技術分野の専門職大

学院として、ＰＢＬ（問題解決型学修）教育等の先進的な教育方法や教育体系

を、社会情勢、産業界のニーズの反映や専攻横断型の教育プログラムの展開等

により、より魅力的なものとし、イノベーションをもたらし産業を活性化する

高度専門職業人を輩出するとともに、生涯にわたる高度専門職業教育の拠点と

なることを目指す。 

なお、育成する人材に関する基本的な目標は、引き続き次のとおりとする。 

[育成する人材に関する基本的な目標] 

専門的知識と体系化された技術ノウハウを活用して、新たな価値を創造し、

産業の活性化に貢献する意欲と能力を持つ高度専門職業人を育成する。 

 

 

１ 教育に関する目標 

(１) 教育内容及び教育の成果等に関する目標 

 ○ 社会のニーズを教育内容に反映し、イノベーションを担う人材を育成す

るため、教育プログラムの再構築に取り組むとともに、実践的な教育を通

じて産業界で必要とされる知識・技術や、それらを活用するための業務遂

行能力（コンピテンシー）を修得させる。 

 ○ ＰＢＬ教育等の先進的な教育方法について、教育効果を検証しながら更

に改善し、実践的な教育を推進する。 

 

(２) 教育の実施体制等に関する目標 

○ 産業界や他大学等との連携を推進し、教育研究資源の相互交流の実施や

専門職大学院にふさわしい実務家教員の確保等、より実践的・効果的な教

育を行う体制を整備する。 

○ 東京都立大学及び東京都立産業技術高等専門学校との連携を強化し、教

育研究内容の幅を広げる。 

○ 教学マネジメントの取組により、教育内容や教育成果について評価・検

証を行い、改善へとつなげるＰＤＣＡサイクルを展開し、教育の質の向上

を図る。 

  

(３) 学生への支援に関する目標 

○ 学生のニーズを把握して、社会人をはじめ全ての学生が学びやすい学

修の仕組みや環境を整備するとともに、修了後も必要に応じて学び直し

ができる仕組みを整える。 

   ○ 学生が必要な知識や技術を確実に修得し、産業界で活躍できるよう、

多様な学生の適性や就労経験等を踏まえ、組織的・体系的なキャリア開

発支援を行う。 
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  (４)  入学者選抜に関する目標 

○ アドミッション・ポリシーに基づいて質の高い学生を確保するため、

育成する人材像や教育内容及び成果を広く社会に発信するとともに、多

様な入学者選抜方法や入試広報についても継続的な検証に基づき改善を

図る。 

 

 

 ２ 研究に関する目標 

   ○ 産業界の人材育成ニーズや技術動向等を踏まえ、高度専門職業人の育

成に資する研究を推進するとともに、先進的な教育手法の成果を積極的

に発信する。 

   ○ 企業や他の教育研究機関等との連携を強化して、製品開発等に向けた

研究を推進する。 

 

 

 ３ 社会との連携や社会貢献等に関する目標 

(１) 都政との連携に関する目標 

○ 専門職大学院として培ったノウハウを生かし、東京都や区市町村との連

携により、政策課題に対して現実的・実践的な施策を積極的に提案する。 

○ 大学の知的資源を活用し、業務遂行に必要な実践的な能力を身に付けら

れるよう、東京都や区市町村の職員等の専門的な人材育成を支援する。 

 

(２) 社会貢献等に関する目標 

○ 産業界や地域のニーズを踏まえ、専門職大学院の機能やノウハウを活用

した中小企業の人材育成や製品開発、起業等の支援を行うことにより、東

京の産業振興に貢献する。 

○ 社会人の学修ニーズに応え、キャリアアップ等を支援するため、学びや

すい学修の仕組みの構築や学修コミュニティの形成を推進する。 

○ 人生 100 年時代を見据え、起業・創業・事業承継等を目指すシニア層

のための学びの場を提供し、生涯現役社会の実現に寄与する。 

 

 

 ４ グローバル化に関する目標 

   ○ ＰＢＬなど国際通用性のある教育手法とプログラムを提供し、広く世

界で活躍できる高度専門職業人を育成する。 

   ○ アジア諸国等の大学と連携して国際的な教育活動等を展開するととも

に、先進的な教育手法等を世界へ発信する。 
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Ⅲ 東京都立産業技術高等専門学校の教育研究等の質の向上に関する目標 

  東京都立産業技術高等専門学校は、東京の一貫したものづくり教育を担う教

育機関として、柔軟で的確な教育システムへの改善に取り組み、国際的に通用

する工学教育の質の保証を追求するとともに、産業界や社会のニーズを踏まえ

た教育プログラムの再構築を行い、東京から世界で活躍する実践的技術者を輩

出することを目指す。 

なお、本科及び専攻科において育成する人材に関する基本的な目標は、引き

続き次のとおりとする。 

 

[育成する人材に関する基本的な目標] 

16 歳からの実践的な教育を通じて、工学的知識・技術を総合的に活用するこ

とができる応用力と創造力をかん養し、首都東京の産業振興や課題解決に貢献

するものづくりスペシャリストを育成する。 

本科においては、科学技術の高度化、複合化及びグローバル化に迅速に対応

できる応用力及び創造力を有した実践的技術者を育成する。 

専攻科においては、より深く精緻な知識と技術を教授し、専門分野における

研究を指導することにより、総合的実践的技術者を育成する。 

 

 

１ 教育に関する目標 

(１) 教育内容及び教育の成果等に関する目標 

○ 産業界や社会の人材ニーズに対応して新たな教育プログラムを構築す

るほか、実践的な知識・技術と豊かな教養を修得できるよう、教育課程や

教育内容を不断に検証し改善する。 

○ 新たな教育手法の導入や学修環境の整備を積極的に実施し、課題発見・

解決型の実践的な教育を推進する。 

 

(２) 教育の実施体制等に関する目標 

○ 地元企業等との連携を強化し、技術革新や産業界のニーズを把握して教

育内容に反映させる等、より実践的な教育を推進する体制を整備する。 

○ 東京都立産業技術大学院大学、東京都立大学等の他の教育機関との連携

を推進し、より体系的な知識・技術を学ぶ機会等を拡充する。 

○ 教職員が自校における教育の方針等を共有するとともに、教育内容や教

育成果について定期的に評価・検証を行い改善するＰＤＣＡサイクルを構

築し、教育の質の評価・改善を行う組織的な教学マネジメントの取組を強

化する。 

 

(３) 学生への支援に関する目標 

○ 全ての学生が、課外活動も含めて安心して充実した学生生活を送ること
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ができるよう、適切な経済的支援を行うなど、相談・支援体制の充実や環

境の整備を図る。 

○ 学生が自らの将来に対する目的意識を持ち、目標の実現に向けて必要な

技術や知識を修得できるよう、体系的なキャリア形成支援をきめ細かく行

う。 

 

  (４) 入学者選抜に関する目標 

○ 育成する人材像を明確にし、教育内容と合わせて広く社会に発信すると

ともに、志願者の動向や社会ニーズを踏まえて入学者選抜の見直しや改善

を図る。 

 

 

２ 研究に関する目標 

○ 産業界の人材ニーズや東京都の施策等を踏まえ、ものづくりスペシャリ

ストの育成に資する研究を推進する。 

○ 法人内の大学や東京都の試験研究機関、地元企業等と連携し、研究体制

の充実を図る。 

 

 

 ３ 社会との連携や社会貢献等に関する目標 

(１) 都政との連携に関する目標 

○ 東京都や地元自治体に対して、事業提案・事業協力を積極的に行い、地

域の課題解決に貢献する。 

○ 東京都や区市町村、地域の小中学校と連携し、東京の産業を支えるもの

づくり人材を育成・確保するための取組を行う。 

 

(２) 社会貢献等に関する目標 

○ 地元企業、地元自治体等との連携を引き続き推進するとともに、より幅

広い産学公連携活動を展開する。 

○ 主に社会人技術者を対象として、学び直しのための場を提供し、地元企

業の人材育成を支援する。 

 

 

 ４ グローバル化に関する目標 

   ○ ものづくり産業のグローバル化に対応できるよう、英語力の向上や教

養教育の充実、国際的に通用する工学教育の質の保証等により、広く世

界で活躍できる技術者を育成する。 

   ○ 学生のレベルやニーズに応じた海外派遣プログラムを提供すること等

により国際感覚を醸成する。 
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Ⅳ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

 １ 組織運営の改善に関する目標 

   ○ 各教育研究機関の取組を支えるため、必要な人材と資金の獲得や、施

設設備を含めた経営資源の効果的・効率的な活用により、法人全体のマ

ネジメント体制を強化して、戦略的な法人経営を推進するとともに、監

事の機能を十分に発揮するための支援を行うことで、法人運営の適切性

を確保する。 

   ○ 教育研究成果の都政・都民への還元をはじめ、広く社会への貢献を目

的として、都や区市町村、研究機関等様々な主体との連携をこれまで以

上に深化させるため、組織の機能強化を行う。 

   ○ 各教育研究機関が、それぞれの設置目的を達成できるよう、学長・校

長による教学マネジメントを支えるための機能を強化する。 

   ○ 教員一人一人がその能力を発揮し、質の高い教育研究を実現できるよ

う、評価制度の改善充実をはじめとする人事制度の不断の見直しを行う

等、優秀な人材を確保・育成するための様々な工夫を行う。 

   ○ 優秀な固有職員を確保・育成し、少数精鋭による法人運営を推進する

ため、計画的な採用と人材育成を進めるとともに、人事考課制度の適切

な運用を図る。 

 

 

 ２ 教育研究組織の見直し等に関する目標 

○ 必要な選択と集中により東京都立大学の強みを更に生かすとともに、各

教育研究組織の目的や教育研究内容をより的確に表すため、学部や大学院

研究科を再編する。 

○ 東京都立産業技術大学院大学や東京都立産業技術高等専門学校におい

て、時代の変化や社会ニーズ、高等教育改革の動向を踏まえて教育研究の

質を更に向上していくため、教育プログラムや組織を不断に見直す。 

○ 法人内に性質の異なる３つの教育研究機関があるという特性を最大限

に活用するため、２大学１高専の連携の促進とその在り方を検討する。 

 

 

 ３ 事務の効率化・合理化等に関する目標 

○ 社会情勢や各教育研究機関のニーズを踏まえた適切かつ迅速な対応が

できるよう、法人運営や教育研究を支える事務組織の機能強化や組織再編

を行う。 

○ 事務処理方法の改善や執行体制の見直し等に努め、業務執行の正確性と

効率性を一層高めていく。 
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Ⅴ 財務内容の改善に関する目標 

 １ 自己収入の増加に関する目標 

○ 法人運営の安定性と自律性を高めるため、寄附金の受入拡大をはじめ、

外部資金獲得を促進する仕組みの充実を図る等、収入源の多様化のための

取組を一層積極的に推進し、自己収入の増加に努める。 

○ 主要な自己財源である学生納付金については、社会状況や他の国公立大

学の水準等も見定めながら、適切な額を設定していく。 

 

 

２ 経費の抑制に関する目標 

○ 財務状況を的確に分析して管理経費の抑制等の効率化を進めるととも

に、法人全体の収支構造を中長期的に見据えた財政運営の在り方の確立を

図る。 

 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

○ 学内施設や知的財産等、法人が保有する資産については、適正に管理し、

有効活用を促進する。 

 

 

Ⅵ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

   ○ 自己点検・評価を定期的に実施するほか、業務実績評価や認証評価等

第三者機関による評価を活用し、法人運営を継続的に見直す。 

 

 

 ２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

   ○ 公共性を有する法人として、法人運営の透明性を確保するとともに、

社会に対する説明責任を果たすため、積極的に情報を開示する。 

   ○ 特色ある教育研究活動等の取組とその成果を広く国内外に向けて戦略

的に情報発信するとともにその効果検証を行うことにより、各教育研究

機関の社会的価値と魅力を社会に広く普及させ、東京都の高等教育機関

としての存在感と存在意義を高める。 

 

 

Ⅶ その他業務運営に関する重要目標 

 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

○ 学生や教員が快適な環境で安定的に学修や研究に取り組むため、限られ

た財源を有効に活用し、中長期的な構想に基づき、計画的に各キャンパス
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の施設設備を更新・整備する。 

 

 

 ２ 安全管理に関する目標 

○ 各キャンパスの実態に即して、安全管理やリスク管理を徹底するととも

に、事故や災害が発生した場合に適切かつ迅速に対応できるよう、教職員

及び学生に対する安全教育の推進や関連機関との連携を図る。 

 

 

 ３ 法令遵守等に関する目標 

○ 法人の社会的責任や東京都の施策、関係法令等を踏まえ、法人運営全般

において環境への配慮に努める。 

○ 法令遵守や人権尊重の徹底、ダイバーシティ実現の観点から、全ての学

生や教職員にとって快適な学修環境・職場環境を実現するとともに、法人

に対する社会の信頼を確保する。 

○ 研究実施に当たっては、社会的責任に十分に留意し、教員の倫理意識の

確立と倫理的配慮を確保するとともに、研究活動における不正行為や研究

費の不正使用の防止を、組織としての明確な責任体制により推進する。 

○ 個人情報や機密情報等の秘匿性の高い情報を保護するために、情報セキ

ュリティの確保を徹底するとともに、万一事故が発生した場合に適切かつ

迅速に対応できるよう、組織的な管理体制を強化する。 
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〔別 表〕 

１ 東京都立大学  

学 部 

  都市教養学部 

都市環境学部 

  システムデザイン学部 

  健康福祉学部 

大学院 

  人文科学研究科 

  社会科学研究科 

  理工学研究科 

  都市環境科学研究科 

  システムデザイン研究科 

  人間健康科学研究科 

 

（平成 30 年度再編後の学部及び研究科） 

学 部 

  人文社会学部 

  法学部 

  経済経営学部 

  理学部 

  都市環境学部 

  システムデザイン学部 

  健康福祉学部 

大学院 

人文科学研究科 

  法学政治学研究科 

  経営学研究科 

  理学研究科 

  都市環境科学研究科 

  システムデザイン研究科 

  人間健康科学研究科 

 

 

２ 東京都立産業技術大学院大学  

大学院 

  産業技術研究科 

 

 

３ 東京都立産業技術高等専門学校  

学 科 

  ものづくり工学科 

専攻科 

  創造工学専攻 
 



 

第三期中期目標期間・中期計画期間における主な取組実績 

テーマ/部門 東京都立大学 東京都立産業技術大学院大学 東京都立産業技術高等専門学校 

教育 

・学部再編 

・アクティブ・ラーニングの導入推進 

・大学院分野横断プログラムの実施 

・教学 IR に基づく教育成果の把握・検証の推進 

・大学院博士後期課程の活性化の推進 

・FD 活動の拡充 

・ボランティアリーダーの育成 

・多様な選抜の募集人員を全募集人員の 30％に拡充 

・起業、創業、事業承継を視野に入れた研究科再編（２

専攻体制から１専攻３コース体制へ） 

・『AIIT PBL Method』による教育成果の発信 

・アクティブ・ラーニングの導入推進 

・FD 活動の拡充 

・高度専門職業人としての資質を有する学生の確保（積

極的な情報発信、単位バンク制度の活用等） 

・産業界や社会のニーズを踏まえた職業教育プ

ログラムの実施（情報セキュリティ技術者、

航空技術者） 

・新航空実習館「汐風」の設置・運用 

・アクティブ・ラーニングの導入推進 

・都立工業高校からの編入学生受入れ 

・志願者確保のための戦略的な広報活動 

研究 

・トップ 10％論文割合 11.9％、国際共著論文割合 44.7％ 

・研究センターを 15 拠点設置 

・科研費新規採択率 34.1%を達成 

・国の大型プロジェクトを 5 件採択獲得（12 件） 

・機器共用センターの設置 

・女性教員比率 20%以上を実現 

・PBL 教育手法の改善のための PBL 研究会の開催 

・AIIT 高度専門職人材教育研究センターの設置 

・専攻横断型の研究所を４つ設置し、産業振興に資する

開発型研究を推進 

・若手教員に対する外部資金獲得支援の充実 

・サバティカル制度取得教員 年間 1 名（4 名） 

社会貢献 

・大都市課題解決に資する全学的な都連携の推進 

・障害者スポーツの普及振興の推進 

・高度研究の推進 

・共同研究・受託研究による外部資金の獲得拡大 

・大学発ベンチャーを累計 12 社設置 

・シニアの新たな学び、交流の場のプレミアム・カレッジを開講 

・都・区市町村等の職員向け研修や公開講座の実施 

・学修コミュニティの更なる充実（AIIT マンスリーフォ

ーラム等） 

・修了生コミュティの設置拡充 

・AIIT 単位バンク制度や履修証明プログラムの実施 

・AIIT シニアスタートアッププログラムの開講 

・東京 2020 大会支援に資する取組の推進（障

害者等のスムーズな移動を支援する「快適環

境マップ」システムの開発） 

・小中学校向け教育プログラムの実施 

・情報セキュリティリカレント講座の実施 

グローバル 

・海外留学派遣者数 232 名、外国人留学生 661 名（900 名程度） 

・国際副専攻コースの着実な実施 

・都市外交人材育成基金による留学生受入れ 

・国際交流の促進（五大陸国際学生シンポジウム開催等） 

・外国人教員比率 3.6％（5％） 

・グローバル PBL の推進 

・アジア諸国等の大学との連携（アジア諸国の大学ネッ

トワーク（APEN）の活用等） 

・英語授業の推進 

・GCP、IEP の海外体験プログラムの実施 

    

その他 法人・大学名称の変更、都連携組織の強化、プレゼンス向上に向けた取組、ダイバーシティの推進、温室効果ガスの削減 

（注）記載している数値は令和元年度実績。また、（）内数値は第三期中期計画における目標値。 
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意見交換に当たってのキーワード一覧 

テーマ/部門 東京都立大学 東京都立産業技術大学院大学 東京都立産業技術高等専門学校 

教育 

・STEM 教育 

・ハイブリッド教育 

・リカレント教育 

・Society 5.0 人材の育成 

・PBL 教育の充実 

・学生確保 

・他機関との連携 

・内部質保証、学修成果の明確化 

・新しいものづくりへの対応、ICT 教育環境 

・学生確保（特に女子学生） 

・キャリア教育の充実 

・企業との連携 

・課外活動支援、シラバス等の充実 

研究 

・世界最高峰の研究拠点形成・ノーベル賞 

・５G・社会実装型研究 

・女性教員比率 

・世界大学ランキング 

・外部資金獲得強化 

・研究成果の社会への還元 ・研究者支援 

社会貢献 

・都・区市町村連携 

・産学連携、スタートアップ支援 

・SDGs 

・まちづくり・地域との連携 

・プレミアム・カレッジ 

・都・区市町村連携 

・産学連携 

・学修コミュニティの充実 

・シニアスタートアップ 

・都・区市町村連携 

・産学連携 

グローバル 

・受入/派遣留学生の増加、国・地域の多様化 

・交流重点校 

・外国人教員・研究者 

・英語科目の充実 

・ニューノーマルにおけるグローバル戦略 

・秋入学 

・グローバル PBL 

・アジア・アフリカとのネットワーク 

・英語教育の充実 

・海外体験プログラムの充実 

    

その他 
コンプライアンス、情報セキュリティ、卒業生ネットワーク強化、寄附金獲得、ダイバーシティ、プレゼンス向上、教職協働による戦略的な法人

経営、2 大学 1 高専の連携、職員の育成 
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